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(57)【要約】
【課題】洗剤タンクを移動させずに、洗剤タンクと、便
器へ洗剤を供給する管部材の管部材接続部とを接続する
ことができる便器装置を提供すること。
【解決手段】洗剤タンク吐出口５４を有する洗剤タンク
５０と、洗剤タンク吐出口５４に接続されることにより
、洗剤タンク５０と、洗剤タンク５０から洗剤が供給さ
れ便器部１０へ洗剤を供給する洗剤供給路を有する管部
材５５と、を接続する管部材接続部５６と、を有し、管
部材接続部５６は、洗剤タンク５０に対して進退するス
ライド構造を構成する便器装置である。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　洗剤タンク吐出口を有する洗剤タンクと、
　前記洗剤タンク吐出口に接続されることにより、前記洗剤タンクと、前記洗剤タンクか
ら洗剤が供給され便器部へ洗剤を供給する洗剤供給路を有する管部材と、を接続する管部
材接続部と、を有し、
　前記管部材接続部は、前記洗剤タンクに対して進退するスライド構造を構成する便器装
置。
【請求項２】
　前記スライド構造は、前記洗剤タンクを支持する支持部材に設けられた接続受部であっ
て、前記管部材接続部を支持すると共に、前記管部材接続部が前記洗剤タンクに対して進
退するように前記管部材接続部をガイドする接続受部を有する請求項１に記載の便器装置
。
【請求項３】
　前記接続受部は、前記洗剤供給路から流出した洗剤が流入可能な流出洗剤流路を有する
請求項２に記載の便器装置。
【請求項４】
　前記流出洗剤流路は、前記洗剤タンクを保持する前記支持部材の洗剤タンク保持部へ向
かって傾斜している請求項３に記載の便器装置。
【請求項５】
　前記洗剤タンク吐出口は、前記管部材接続部を挿入可能な被挿入部を有する請求項２～
請求項４のいずれかに記載の便器装置。
【請求項６】
　前記接続受部は第１被係合部を有し、
　前記管部材接続部は、前記管部材接続部が前記洗剤タンク吐出口に接続されているとき
に前記第１被係合部へ係合可能な第１係合部を有する請求項２～請求項５のいずれかに記
載の便器装置。
【請求項７】
　前記接続受部は、前記管部材接続部の一部を取り囲む周囲壁部と、前記第１被係合部を
構成し、前記管部材接続部の進退する方向に一致する前記管部材接続部の軸方向に対する
周方向へ延びる受部切欠きと、を有し、
　前記管部材接続部は、軸部と、前記第１係合部を構成し、前記軸部から離間する方向へ
突出する突起部と、を有する請求項６に記載の便器装置。
【請求項８】
　前記接続受部は第２被係合部を有し、
　前記管部材接続部は、前記管部材接続部が前記洗剤タンクから取外されているときに前
記第２被係合部へ係合可能な第２係合部を有する請求項２～請求項７のいずれかに記載の
便器装置。
【請求項９】
　前記管部材接続部の進退する方向における前記接続受部の後端部は、第２被係合部を構
成し、
　前記第２係合部は、前記管部材接続部の進退する方向における前記管部材接続部の後端
部において前記管部材接続部の軸心から離間する方向へ延びる一対の凸部により構成され
る請求項８に記載の便器装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、便器装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、便器装置は、便器部と、便器部を洗浄するための洗剤を貯留する洗剤タンクと、
を有している。便器装置において、洗剤タンクがタンクホルダに対して押しつけられるよ
うにして、洗剤タンクの洗剤タンク吐出口は、タンク接続口に挿入されて接続される（例
えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－６９１２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、従来の便器装置においては、洗剤タンクの洗剤タンク吐出口をタンク接続口に
挿入して接続するために、前述のように、洗剤タンクをタンクホルダに対して押しつける
ように移動させなければならない。このため、洗剤タンクを保持した状態で、タンク接続
口に対して洗剤タンクの洗剤タンク吐出口を位置合せして接続しなければならず、タンク
接続口への洗剤タンクの洗剤タンク吐出口の接続が容易ではなかった。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであり、その目的は、洗剤タンクを移動させずに
、洗剤タンクと、便器部へ洗剤を供給する管部材の管部材接続部と、を接続することがで
きる便器装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため本発明は、洗剤タンク吐出口（例えば、後述の洗剤タンク吐出
口５４）を有する洗剤タンク（例えば、後述の洗剤タンク５０）と、前記洗剤タンク吐出
口に接続されることにより、前記洗剤タンクと、前記洗剤タンクから洗剤が供給され便器
部（例えば、後述の便器部１０）へ洗剤を供給する洗剤供給路を有する管部材（例えば、
後述のホース５５）と、を接続する管部材接続部（例えば、後述の管部材接続部５６）と
、を有し、前記管部材接続部は、前記洗剤タンクに対して進退するスライド構造を構成す
る便器装置を提供する。
【０００７】
　前記スライド構造は、前記洗剤タンクを支持する支持部材（例えば、後述のベースプレ
ート３１）に設けられた接続受部（例えば、後述の接続受部３３）であって、前記管部材
接続部を支持すると共に、前記管部材接続部が前記洗剤タンクに対して進退するように前
記管部材接続部をガイドする接続受部を有することが好ましい。
【０００８】
　前記接続受部は、前記洗剤供給路から流出した洗剤が流入可能な流出洗剤流路（例えば
、後述の流出洗剤流路３３５）を有することが好ましい。前記流出洗剤流路は、前記洗剤
タンクを保持する前記支持部材の洗剤タンク保持部へ向かって傾斜していることが好まし
い。前記洗剤タンク吐出口は、前記管部材接続部を挿入可能な被挿入部（例えば、後述の
吐出筒部５４４）を有することが好ましい。
【０００９】
　前記接続受部は第１被係合部（例えば、後述の受部切欠き３４１）を有し、前記管部材
接続部は、前記管部材接続部が前記洗剤タンク吐出口に接続されているときに前記第１被
係合部へ係合可能な第１係合部（例えば、後述の突起部５６２）を有することが好ましい
。
【００１０】
　前記接続受部は、前記管部材接続部の一部を取り囲む周囲壁部（例えば、後述の周囲壁
部３４２）と、前記第１被係合部を構成し前記管部材接続部の進退する方向に一致する前
記管部材接続部の軸方向に対する周方向へ延びる受部切欠き（例えば、後述の受部切欠き
３４１）と、を有し、前記管部材接続部は、軸部（例えば、後述の軸部５６１）と、前記



(4) JP 2017-44002 A 2017.3.2

10

20

30

40

50

第１係合部を構成し前記軸部から離間する方向へ突出する突起部（例えば、後述の突起部
５６２）と、を有することが好ましい。
【００１１】
　前記接続受部は第２被係合部（例えば、後述の環状部３３３）を有し、前記管部材接続
部は、前記管部材接続部が前記洗剤タンクから取外されているときに前記第２被係合部へ
係合可能な第２係合部（例えば、後述の凸部５６３）を有することが好ましい。
【００１２】
　前記管部材接続部の進退する方向における前記接続受部の後端部（例えば、後述の環状
部３３３）は、第２被係合部を構成し、前記第２係合部は、前記管部材接続部の進退する
方向における前記管部材接続部の後端部において前記管部材接続部の軸心から離間する方
向へ延びる一対の凸部（例えば、後述の凸部５６３）により構成されることが好ましい。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、操作が容易な便器装置を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態に係る便器装置１００の斜視図である。
【図２】上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面カバー３０３が取り外された
様子を示す拡大平面図である。
【図３】上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面カバー３０３及びホース対向
カバー７１が取り外された様子を示す拡大平面図である。
【図４】上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面カバー３０３及びホース対向
カバー７１が取り外された様子を示す拡大斜視図である。
【図５】上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面カバー３０３及びホース対向
カバー７１が取り外され、管部材接続部５６が洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４か
ら取外された様子を示す拡大斜視図である。
【図６】上記実施形態に係る便器装置１００の接続受部３３を示す拡大斜視図である。
【図７】上記実施形態に係る便器装置１００の管部材接続部５６を示す拡大斜視図である
。
【図８】上記実施形態に係る便器装置１００の洗剤タンク５０を示す拡大斜視図である。
【図９】上記実施形態に係る便器装置１００のベースプレート３１の洗剤タンク保持部３
１５と流出洗剤流路３３５との位置関係を示す拡大斜視図である。
【図１０】上記実施形態に係る便器装置１００の管部材保持部６１の一対のフック部６５
１により、ホース５５の一端部近傍の部分が挟持されて一次的に固定された状態を示す拡
大平面図である。
【図１１】本発明の一実施形態に係る便器装置１００の機能部３０を便器部１０に対して
固定する前の状態を示す斜視図である。
【図１２】上記実施形態に係る便器装置１００の洗剤タンク５０の洗剤タンク吐出口５４
に、管部材接続部５６が挿入され接続されている様子を示す拡大断面図である。
【図１３】上記実施形態に係る便器装置１００の洗剤タンク５０の洗剤タンク吐出口５４
から、管部材接続部５６が引き抜かれ始めた様子を示す拡大断面図である。
【図１４】上記実施形態に係る便器装置１００の接続受部３３の流出洗剤流路３３５に、
洗剤Ｄが溜まっている様子を示す拡大断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の便器装置１００の好ましい一実施形態について、図面を参照しながら説
明する。まず、本発明の一実施形態に係る便器装置１００の全体構成について、図１及び
図２を参照しながら説明する。図１は、本発明の一実施形態に係る便器装置１００の斜視
図である。図２は、上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面カバー３０３が取
り外された様子を示す拡大平面図である。
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【００１６】
　本実施形態の便器装置１００は、図１に示すように、便器部１０と、機能部３０とを備
えており、外部の給水源から供給される洗浄水が、便器部１０の内部に設けられた洗浄水
タンクに貯留される。
【００１７】
　便器部１０は、便器本体１１を有している。また、便器部１０は、図示しないポンプと
エゼクタとを有している。ポンプの駆動により、ホース５５を通して、機能部３０の洗剤
タンク５０に貯留されている洗剤がエゼクタに供給され、水及び空気と混合され、便器部
１０の内部のボウル部へ供給される。エゼクタは、洗剤及びボウル洗浄水に、空気を混入
し微細化して微細気泡を生成して含有させる。エゼクタによって微細気泡が含有されたボ
ウル洗浄水によって、便器部１０の内部のボウル部の下部に貯留しているボウル洗浄水の
水面が覆われる。ボウル洗浄水に含有させられた微細気泡は、当該水面に小便が落下した
ときの静音化や水跳ね防止効果を発揮する。
【００１８】
　機能部３０は、支持部材としてのベースプレート３１を有している。ベースプレート３
１は、固定プレート１１１（図１１参照）の上面に固定されている。これにより、機能部
３０は、便器本体１１の後部上面に固定されている。ベースプレート３１には、洗剤を貯
留する洗剤タンク５０や、洗剤タンク５０から洗剤をエゼクタへ供給するための管部材と
してのホース５５等の各部材が収容されている。また、ベースプレート３１に収容されて
いる、洗剤タンク５０から洗剤を便器部１０へ供給するための管部材としてのホース５５
の一部は、上方からホース対向カバー７１により覆われている。また、ベースプレート３
１の上部の全体は、後部上面カバー３０３により覆われている。また、機能部３０の前部
は、便座（図示せず）及び便蓋３０２を回動自在に軸支している。
【００１９】
　次に、各部について図３～図１４を参照して詳細に説明する。
　図３は、上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面カバー３０３及びホース対
向カバー７１が取り外された様子を示す拡大平面図である。図４は、上記実施形態に係る
便器装置１００から、後部上面カバー３０３及びホース対向カバー７１が取り外された様
子を示す拡大斜視図である。図５は、上記実施形態に係る便器装置１００から、後部上面
カバー３０３及びホース対向カバー７１が取り外され、管部材接続部５６が洗剤タンク吐
出口５４の吐出筒部５４４から取外された様子を示す拡大斜視図である。図６は、上記実
施形態に係る便器装置１００の接続受部３３を示す拡大斜視図である。図７は、上記実施
形態に係る便器装置１００の管部材接続部５６を示す拡大斜視図である。図８は、上記実
施形態に係る便器装置１００の洗剤タンク５０を示す拡大斜視図である。図９は、上記実
施形態に係る便器装置１００のベースプレート３１の洗剤タンク保持部３１５と流出洗剤
流路３３５との位置関係を示す拡大斜視図である。図１０は、上記実施形態に係る便器装
置１００の管部材保持部６１の一対のフック部６５１により、ホース５５の一端部近傍の
部分が挟持されて一次的に固定された状態を示す拡大平面図である。
【００２０】
　図１１は、本発明の一実施形態に係る便器装置１００の機能部３０を便器部１０に対し
て固定する前の状態を示す斜視図である。図１２は、上記実施形態に係る便器装置１００
の洗剤タンク５０の洗剤タンク吐出口５４に、管部材接続部５６が挿入され接続されてい
る様子を示す拡大断面図である。図１３は、上記実施形態に係る便器装置１００の洗剤タ
ンク５０の洗剤タンク吐出口５４から、管部材接続部５６が引き抜かれ始めた様子を示す
拡大断面図である。図１４は、上記実施形態に係る便器装置１００の接続受部３３の流出
洗剤流路３３５に、洗剤Ｄが溜まっている様子を示す拡大断面図である。
【００２１】
　以下の説明においては、機能部３０から便蓋３０２へと向う方向（図１の左下方向）を
前方向とし、その反対方向を後方向とし、これらを前後方向と定義する。また、便器部１
０から機能部３０へと向う方向を（図１の上方向）を上方向とし、その反対方向を下方向
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とし、これらを上下方向と定義する。また、機能部３０の側面であって洗浄スイッチ３０
１が設けられている側から洗浄スイッチ３０１が設けられていない側へと向う方向を（図
１の左上方向）を左方向とし、その反対方向を右方向とし、これらを左右方向と定義する
。
【００２２】
　ベースプレート３１の略中央部には、ホース固定部３１１が固定されている。ホース固
定部３１１は、固定プレート１１１の上面側に固定されており、ベースプレート３１を貫
通し、ベースプレート３１の底面よりも上方へ延びている。ホース固定部３１１は、後述
のホース接続部材３１２が挿入されて接続される。
【００２３】
　また、ベースプレート３１は、洗剤タンク保持部３１５を有している。洗剤タンク保持
部３１５は、底面（図示せず）と側壁３１７とを有している。側壁３１７の上端部は、上
方に開口する開口部を構成している。洗剤タンク保持部３１５には、上方から洗剤タンク
５０が挿入され、洗剤タンク５０が保持された状態で収納可能である。図９、図１２等に
示すように、側壁３１７の上部には、洗剤タンク５０が収納される空間の外方へ窪んだ凹
部３１６が形成されており、凹部３１６の上端部に位置する側壁３１７の上端部の一部に
は、下方へ向って切り取られたような切欠き部３１８（図９参照）が形成されている。切
欠き部３１８及び凹部３１６には、接続受部３３の一端部を構成する下部鍔部３３６が嵌
め込まれており、洗剤タンク保持部３１５の開口部に対して、接続受部３３は、接続され
固定されている。図１２等に示すように、洗剤タンク５０に対向する下部鍔部３３６の内
面３３６ａと、洗剤タンク保持部３１５の内面３１５ａ（凹部３１６が形成されている部
分以外の部分の内面３１５ａ）とは、面一の関係を有している。
【００２４】
　接続受部３３は、管部材接続部５６を支持すると共に、管部材接続部５６が洗剤タンク
５０に対して進退するように管部材接続部５６をガイドするスライド構造を構成する。具
体的には、接続受部３３は、図６に示すように、軸心が略水平方向に平行な位置関係を有
する略筒状の筒状部３３１を有しており、筒状部３３１の内周面に対して管部材接続部５
６が摺動することにより、管部材接続部５６が筒状部３３１によって、管部材接続部５６
が洗剤タンク５０に対して進退するようにガイドされる。筒状部３３１の周壁の一部であ
って、図９に示すように上側に位置する周面の部分は、上方へ向って開口している。当該
開口は、図６に示すように、筒状部３３１の長手方向における筒状部３３１の一端側の半
分の部分においては、筒状部３３１の周面の上側の半分以上が取り除かれたように、大き
く開口している。また、筒状部３３１の一端部に対する他端部の部分は、上方へ向って開
口していない環状部３３３を有している。環状部３３３は、第２被係合部を構成する。
【００２５】
　筒状部３３１の内周面であって、下側に位置している部分には、流出洗剤流路３３５が
形成されている。流出洗剤流路３３５は、図６に示すように、接続受部３３の一端部であ
る筒状部３３１の一端部から、他端部へ向って筒状部３３１の長手方向の略中央位置に至
るまで、筒状部３３１の軸心に平行に延びる溝により構成されている。流出洗剤流路３３
５には、洗剤タンク５０を洗剤タンク保持部３１５から取外したときに、管部材としての
後述のホース５５の洗剤供給路から流出した洗剤が流入可能である。流出洗剤流路３３５
は、洗剤タンク保持部３１５へ向かって下方へ傾斜しており、筒状部３３１の一端部にお
いて、洗剤タンク５０を収納する洗剤タンク保持部３１５の空間に向って開口している。
即ち、洗剤タンク保持部３１５と、洗剤タンク保持部３１５に対して固定された接続受部
３３とは、洗剤タンク５０と、洗剤タンク５０に接続されたり切り離されたりする管部材
接続部５６と、を支持する関係を有している。
【００２６】
　接続受部３３は、筒状部３３１の一端部から下方へのみフランジ状に突出する下部鍔部
３３６を有している。また、接続受部３３は、筒状部３３１の周面から離間する方向へ周
面において突出する被ネジ固定部３３７を有している。洗剤タンク保持部３１５の切欠き
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部３１８が形成されている部分の壁部の内面（洗剤タンク保持部３１５において洗剤タン
ク５０を収容する空間を形成している側壁３１７の内面）に下部鍔部３３６が当接して、
前述のように洗剤タンク保持部３１５の側壁３１７の上端部の切欠き部３１８に、下部鍔
部３３６に接続されている筒状部３３１の部分が嵌め込まれるとともに、被ネジ固定部３
３７がネジ３３８によってベースプレート３１に固定されることにより、接続受部３３は
、ベースプレート３１に固定されている。これにより、流出洗剤流路３３５に流入した洗
剤は、接続受部３３と洗剤タンク保持部３１５との接続部分から漏れることなく、筒状部
３３１の一端部の開口から、洗剤タンク保持部３１５における洗剤タンク５０を収容する
空間へ流入可能である。
【００２７】
　接続受部３３は、第１被係合部としての受部切欠き３４１を有している。受部切欠き３
４１は、図９等に示すように、後述の管部材接続部５６の一部を取り囲む、筒状部３３１
の周囲壁部３４２に形成されており、管部材接続部５６の進退する方向に一致する管部材
接続部５６の軸方向に対する周方向へ延びる溝状を有している。
【００２８】
　図８に示すように、洗剤タンク５０は、外形が略直方体形状のタンク本体５１を有して
いる。タンク本体５１の上面の中央位置には、摘み部５２が設けられている。摘み部５２
は、タンク本体５１と一体成形により接続されている。摘み部５２の基部５２１は括れて
細く形成されており、端部５２２は拡径している。この構成により、摘み部５２は、容易
に摘ままれることを可能とし、また、タンク本体５１の上面において、広いスペースを占
有しない形状を有している。
【００２９】
　タンク本体５１の上面の対角線上における一端部には、洗剤注入口５３１が形成されて
いる。洗剤注入口５３１は、雄ネジが形成されており、雄ネジには、キャップ５３２の雌
ネジが噛み合い、洗剤注入口５３１は、円形のキャップ５３２によって塞がれている。キ
ャップ５３２をタンク本体５１に対して回転させることにより洗剤注入口５３１からキャ
ップ５３２を取り外したり、キャップ５３２で洗剤注入口５３１を塞いだりすることが可
能である。また、キャップ５３２は、周面の一部にキャップ５３２の外方へ突出する凸部
５３３（円形のキャップ５３２の半径方向外方へ突出する凸部５３３）を有している。凸
部５３３は、タンク本体５１が洗剤タンク保持部３１５に収容され保持されているときに
は、キャップ５３２が回転したときに、洗剤タンク保持部３１５を構成する側壁３１７に
当接可能である。
【００３０】
　タンク本体５１が洗剤タンク保持部３１５に収容され保持されているときには、キャッ
プ５３２をタンク本体５１に対して回転させても、凸部５３３が洗剤タンク保持部３１５
を構成する側壁３１７に当接してしまい、それ以上回転できず、キャップ５３２をタンク
本体５１から取外すことができないように構成されている。従って、タンク本体５１が洗
剤タンク保持部３１５に保持されているときには、洗剤タンク５０に洗剤を注入できない
。このため、タンク本体５１が洗剤タンク保持部３１５に保持されていときに、洗剤タン
ク５０のキャップ５３２が開けられて洗剤が注入されることにより、洗剤タンク５０の周
囲に洗剤がこぼれ落ちることを防止する。
【００３１】
　タンク本体５１の上面の対角線上における他端部は、洗剤タンク吐出口５４を有してい
る。従って、キャップ５３２、摘み部５２、及び、洗剤タンク吐出口５４は、タンク本体
５１の上面において一直線状に配置されている。洗剤タンク吐出口５４は、タンク本体５
１に形成された開口部により構成される吐出開口部５４１と、吐出開口部５４１に挿入さ
れ嵌め込まれたＬ字状吐出管部材５４２と、上部蓋部５４３と、を有している。Ｌ字状吐
出管部材５４２は、洗剤タンク５０に挿入されてタンク本体５１の内部に位置する、洗剤
を吸引するタンク挿入部（図示せず）と、タンク挿入部（図示せず）に吸引された洗剤を
吐出する吐出筒部５４４とを有している。上部蓋部５４３は、Ｌ字状吐出管部材５４２に
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おいてタンク挿入部と吐出筒部５４４とが接続されている部分であって、Ｌ字状吐出管部
材５４２が直角に折れ曲がっている部分において、上方から蓋をするようにしてＬ字状吐
出管部材５４２に固定されている。吐出筒部５４４は、内径が大径の開口大径部５４４ａ
と、開口大径部５４４ａよりも内径が小さい小径部５４４ｂとを有している。吐出筒部５
４４には、管部材としてのホース５５を洗剤タンク吐出口５４へ接続させるための管部材
接続部５６を挿入可能であり、従って、洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４は、管部
材接続部５６を挿入可能な被挿入部を構成する。洗剤タンク５０内の洗剤は、タンク本体
５１の内部から、Ｌ字状吐出管部材５４２及び吐出筒部５４４を通して、タンク本体５１
の外部へ吐出される。
【００３２】
　洗剤タンク吐出口５４から吐出される洗剤は、洗剤供給路を有する管部材を通して、エ
ゼクタ（図示せず）へ供給されるように構成されている。具体的には、管部材はホース５
５により構成されている。ホース５５の内周面により形成されるホース５５の内部の空間
は、洗剤が流通する洗剤供給路を構成する。ホース５５の一端部には、管部材接続部５６
が固定されている。即ち、管部材接続部５６は、洗剤タンク吐出口５４に接続されること
により、洗剤タンク５０と、洗剤タンク５０から洗剤が供給され便器（便器部１０）へ洗
剤を供給する洗剤供給路を有するホース５５と、を接続する。また、ホース５５の他端部
には、ホース接続部材３１２が接続されている。ホース５５は、機能部３０に設けられた
管部材保持部６１によって保持可能である。
【００３３】
　ホース接続部材３１２は、Ｌ字状に折れ曲がった環状の部材により構成されている。ホ
ース接続部材３１２の一端部は、ホース５５の他端部に挿入されている。ホース接続部材
３１２の他端部は、ホース固定部３１１に形成された円筒状部３１３（図１１参照）に挿
入されて、円筒状部３１３に接続されている。管部材接続部５６は、図７に示すように、
軸部５６１と、第１係合部としての突起部５６２と、第２係合部としての凸部５６３とを
有しており、接続受部３３に支持されると共に、洗剤タンク５０に対して進退するように
接続受部３３にガイドされるスライド構造を構成する。軸部５６１の一端部には、フラン
ジ状を有する端部フランジ部５６５が、軸部５６１の一端部に一体成形されることにより
設けられている。端部フランジ部５６５の周面には、端部フランジ部５６５の周方向へ一
周する溝が形成されており、溝には、Ｏリング５６６が嵌合されて設けられている。Ｏリ
ング５６６は、端部フランジ部５６５と吐出筒部５４４（図８参照）の小径部５４４ｂと
の間をシールし、端部フランジ部５６５と吐出筒部５４４の小径部５４４ｂとの間から洗
剤が漏れることを防止する。
【００３４】
　軸部５６１の長手方向における略中央部分には、３つの中央フランジ部５６７が設けら
れている。端部フランジ部５６５と中央フランジ部５６７との間の部分、及び、３つの中
央フランジ部５６７のうちの、軸部５６１の一端部から他端部へ向う方向における１番目
から３番目の中央フランジ部５６７にかけての部分には、リブ５６４が設けられている。
リブ５６４は、軸部５６１の周方向へ等間隔で複数設けられている。
【００３５】
　突起部５６２は、３つの中央フランジ部５６７のうちの、軸部５６１の一端部から他端
部へ向う方向における２番目及び３番目の中央フランジ部５６７に跨がるようにして、そ
れぞれ中央フランジ部５６７に一体成形されることにより設けられている。突起部５６２
は、軸部５６１から離間する方向である軸部５６１の半径方向外方へ中央フランジ部５６
７から突出している。突起部５６２の突出方向に直交する方向で切った突起部５６２の断
面は、Ｌ字形状を有している。Ｌ字形状を構成する第１側壁５６８及び第２側壁５６９の
うちの第１側壁５６８は、軸部５６１の長手方向に直交する位置関係を有しており、第２
側壁５６９は、軸部５６１の長手方向に平行な位置関係を有している。
【００３６】
　接続受部３３にガイドされて軸部５６１の長手方向に管部材接続部５６が移動すること
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により、第１側壁５６８は、接続受部３３の受部切欠き３４１にそれぞれ係合可能である
。接続受部３３の受部切欠き３４１に第１側壁５６８が係合しているときには、管部材接
続部５６は、洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４に挿入され接続されているタンク接
続位置にある。換言すれば、管部材接続部５６は、管部材接続部５６が洗剤タンク吐出口
５４の吐出筒部５４４に接続されているときに第１被係合部としての受部切欠き３４１に
係合可能な第１係合部としての突起部５６２を有する。
【００３７】
　管部材接続部５６は、一対の軸方向延出部５７１を有している。軸方向延出部５７１は
、軸部５６１の一端部から他端部へ向う方向における３番目の中央フランジ部５６７から
、軸部５６１の軸方向に平行にそれぞれ軸部５６１の一端部から他端部へ向う方向に延出
しており、軸部５６１の他端部よりも少し手前の一端寄りの位置に至るまで延びている。
凸部５６３は、軸方向延出部５７１の延出端部に、それぞれ一体成形されることにより設
けられており、それぞれ、管部材接続部５６の進退する方向における後端部の部分である
軸方向延出部５７１の延出端部において、管部材接続部５６の軸心から離間する方向へ延
びて突出している。軸部５６１の他端部の周面には、ホース５５を軸部５６１の他端部に
固定するための段部５７３が設けられている。
【００３８】
　洗剤タンク５０を洗剤タンク保持部３１５から取外す際に、接続受部３３にガイドされ
て軸部５６１の長手方向であって管部材接続部５６が洗剤タンク５０から後退する方向へ
管部材接続部５６が移動することにより、凸部５６３は、接続受部３３の第２被係合部と
しての環状部３３３よりも、管部材接続部５６の筒状部３３１から外側へ飛び出して、筒
状部３３１の半径方向外方へ開き、環状部３３３に係合する。環状部３３３は、管部材接
続部５６の進退する方向における接続受部３３の後端部を構成しており、この係合により
、筒状部３３１から突出している凸部５６３は、筒状部３３１の中へ入り込まないように
（軸部５６１の軸心方向へ管部材接続部５６が移動して凸部５６３が筒状部３３１の中へ
入らないように）筒状部３３１に対して固定され、管部材接続部５６が洗剤タンク５０の
洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４から取外された状態が維持される。換言すれば、
管部材接続部５６は、管部材接続部５６が洗剤タンク５０から取外されているときに第２
被係合部としての環状部３３３へ係合可能な第２係合部としての凸部５６３を有する。
【００３９】
　管部材保持部６１は、図１０に示すように、板状の部分を有するホース支持板部６２と
、第１壁部６３と、第２壁部６４と、仮置き部６５と、を有している。ホース支持板部６
２は、ベースプレート３１に対して固定されており、ホース５５を下方から支持する。第
１壁部６３は、ホース支持板部６２の上面から上方へ突出と共に、ホース支持板部６２の
上面に沿って、図１０に示す平面視で略長円形状に延びている。第２壁部６４は、ホース
支持板部６２の上面から上方へ突出すると共に、第１壁部６３の後側の全面に対向する位
置から第１壁部６３の左側に対向する位置を通って、左右方向における第１壁部６３の前
側の略中央位置に対向する位置に至るまで延び、その位置から前方へ延びている。
【００４０】
　第１壁部６３と第２壁部６４とホース支持板部６２とによってホース５５を保持するた
めの溝６７が形成されており、この溝６７にホース５５が嵌め込まれることにより、ホー
ス５５は、略Ｓ字形状に屈曲させられて撓まされる。このように管部材保持部６１により
、ホース５５が撓まされた状態とされることにより、管部材保持部６１に保持されていな
いホース５５の一端部の近傍部分においても、撓んだ状態とすることができる。仮に、ホ
ース５５の一端部が撓んでおらず直線状とされている場合には、洗剤タンク吐出口５４か
らホース固定部３１１のホース接続部材３１２までの距離が短いため、ホース５５の弾性
による反発で、安定して管部材接続部５６を洗剤タンク５０に対して進退可能とすること
は困難である。しかし、本実施形態のように、ホース５５の一端部の近傍部分が安定して
略Ｓ字状が保たれるように、変形可能な撓んだ状態とされることにより、ホース５５の一
端部は、管部材接続部５６と共に、洗剤タンク５０に対して進退可能に、管部材保持部６
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１に保持されている。具体的には、管部材接続部５６が、図４に示すタンク接続位置と図
５に示すタンク取外し位置との間で移動して管部材接続部５６が洗剤タンク５０に対して
進退したときに、図４に示すホース５５の状態から図５に示すホース５５の状態へ、また
、図５に示すホース５５の状態から図４に示すホース５５の状態へ、安定してホース５５
を変形可能として、管部材接続部５６による洗剤タンク５０に対する進退を容易とする。
【００４１】
　仮置き部６５は、ホース５５の他端部近傍の部分をベースプレート３１に一時的に固定
する。具体的には、仮置き部６５は、ホース支持板部６２の上面から上方へ突出する一対
のフック部６５１を有している。図１０に示すように、一対のフック部６５１によりホー
ス５５の一端部近傍の部分が、一時的に挟持されて固定される。より詳細には、便器部１
０と機能部３０とが別体として組立工場において製造された後に、便器装置１００が設置
される家屋の現場に搬送されて、その場で組み立てられる場合に、組み立て工場出荷時に
、一対のフック部６５１によりホース５５の一端部近傍の部分が挟持されて固定された状
態とされる。そして、便器部１０及び機能部３０が、便器装置１００が設置される家屋の
現場に搬送され、図３に示すように、機能部３０が、便器部１０に対して固定された後に
、当該現場において作業者は、フック部６５１に固定されたホース５５の他端部近傍の部
分を、多数の部品が収容されている機能部３０のベースプレート３１から容易に見つけ出
し、フック部６５１から取外し、ホース固定部３１１にホース接続部材３１２を挿入して
接続する。
【００４２】
　以上の構成を備える本実施形態に係る便器装置１００における、洗剤タンク５０の着脱
について説明する。
　先ず、洗剤タンク保持部３１５に保持されている洗剤タンク５０を取外すために、後部
上面カバー３０３を開き、図２に示すように、洗剤タンク５０及び管部材接続部５６が露
出した状態とする。管部材接続部５６の軸部５６１の軸心を中心として管部材接続部５６
を回転させる。これにより、受部切欠き３４１への突起部５６２の第１側壁５６８の係合
が解除される。そして、管部材接続部５６は、筒状部３３１に対して摺動することにより
接続受部３３によりガイドされて、洗剤タンク５０に対して後退させられる。
【００４３】
　このとき、管部材接続部５６が洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４から引き抜かれ
ることによりホース５５内に生ずる負圧により、図１３に示すように、洗剤タンク５０の
洗剤Ｄは、吸い上げられ、吐出筒部５４４の小径部５４４ｂの内面とＯリング５６６とで
囲まれる空間に溜まる。そして更に、管部材接続部５６が洗剤タンク吐出口５４の吐出筒
部５４４から引き抜かれることにより、図１４に示すように、Ｏリング５６６が吐出筒部
５４４の開口大径部５４４ａに位置してＯリング５６６によるシールが解除され、空気が
吐出筒部５４４の内部に流入する。これにより、吐出筒部５４４の内部から洗剤Ｄが流出
する。流出した洗剤Ｄは、管部材接続部５６の鉛直下方に位置している流出洗剤流路３３
５に流入し、流出洗剤流路３３５の傾斜により、洗剤タンク保持部３１５により囲まれた
空間であって、洗剤タンク５０のタンク本体５１を収容する空間に流れ落ちる。
【００４４】
　そして、管部材接続部５６の凸部５６３（図７参照）が接続受部３３の環状部３３３よ
りも、洗剤タンク５０に対して後退させられる。これにより、凸部５６３は、環状部３３
３よりも外側へ飛び出し、環状部３３３に係合し、管部材接続部５６は、洗剤タンク５０
の洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４から取外された状態で接続受部３３に固定され
る。これにより、洗剤タンク５０を洗剤タンク保持部３１５から引き抜いて取外すことが
できる状態となる。
【００４５】
　そして、洗剤タンク５０は、洗剤タンク保持部３１５から取外され、取外された後に、
洗剤タンク５０のキャップ５３２が回転させられることにより、キャップ５３２がタンク
本体５１から取外され、洗剤注入口５３１から洗剤がタンク本体５１の内部に注入され充



(11) JP 2017-44002 A 2017.3.2

10

20

30

40

50

填される。そして、キャップ５３２は、先ほどとは逆回転させられることにより、洗剤注
入口５３１を塞いだ状態でタンク本体５１に取付けられる。
【００４６】
　次に、洗剤タンク５０のタンク本体５１を洗剤タンク保持部３１５に挿入し、タンク本
体５１が洗剤タンク保持部３１５に収容された状態とする。次に、管部材接続部５６の一
対の凸部５６３を、軸部５６１の半径方向内方へ互いに接近させるように、環状部３３３
の内周面側へ押込む。これにより、接続受部３３の環状部３３３への管部材接続部５６の
凸部５６３の係合を解除する。
【００４７】
　次に、管部材接続部５６を、筒状部３３１に対して摺動させ、接続受部３３によりガイ
ドさせて、洗剤タンク５０の洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４へ向って前進させる
。そして、管部材接続部５６を、洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４に挿入する。次
に、管部材接続部５６の軸部５６１の軸心を中心として管部材接続部５６を回転させて、
受部切欠き３４１へ突起部５６２の第１側壁５６８を係合させる。これにより管部材接続
部５６が洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４に接続された状態となり、管部材接続部
５６が接続受部３３に固定され、洗剤タンク保持部３１５への洗剤タンク５０のタンク本
体５１の取付（接続）が完了する。
【００４８】
　上記構成の実施形態による便器装置１００によれば、以下のような効果を得ることがで
きる。
　便器装置１００は、前述のように、洗剤タンク吐出口５４を有する洗剤タンク５０と、
洗剤タンク吐出口５４に接続されることにより、洗剤タンク５０と洗剤タンク５０から洗
剤が供給され便器部１０へ洗剤を供給する洗剤供給路を有する管部材としてのホース５５
とを接続する管部材接続部５６と、を有する。管部材接続部５６は、洗剤タンク５０に対
して進退するスライド構造を構成する。
【００４９】
　この構成により、洗剤タンク５０を移動させずに、管部材接続部５６を洗剤タンク５０
に対して進退させることにより、洗剤タンク５０に対して、便器部１０へ洗剤を供給する
ホース５５を接続したり、洗剤タンク５０から管部材接続部５６を取り外したりすること
ができる。このため、洗剤タンク吐出口５４への管部材接続部５６の接続を容易とするこ
とができる。このため、便器装置１００の施工が容易である。
【００５０】
　また、スライド構造は、洗剤タンク５０を支持する支持部材としてのベースプレート３
１に設けられた接続受部３３であって、管部材接続部５６を支持すると共に、管部材接続
部５６が洗剤タンク５０に対して進退するように管部材接続部５６をガイドする接続受部
３３を有する。この構成により、洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４に管部材接続部
５６を挿入する際の、洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４に対する管部材接続部５６
の位置決めを容易に行うことができ、管部材接続部５６を、容易に洗剤タンク吐出口５４
の吐出筒部５４４へ接続することができる。
【００５１】
　また、接続受部３３は、ホース５５の内部の洗剤供給路から流出した洗剤が流入可能な
流出洗剤流路３３５を有する。管部材接続部５６を洗剤タンク吐出口５４から引き抜いた
ときには、ホース５５の内部の洗剤供給路においては負圧になるが、この構成により、こ
の負圧により洗剤供給路から流出した洗剤が、機能部３０の内部に拡散することを防止で
きる。
【００５２】
　また、流出洗剤流路３３５は、洗剤タンク５０を保持する支持部材としてのベースプレ
ート３１の洗剤タンク保持部３１５へ向かって傾斜している。この構成により、洗剤供給
路から流出洗剤流路３３５へ流出した洗剤を、タンク本体５１を収容する洗剤タンク保持
部３１５の空間へ収集することができる。
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【００５３】
　また、洗剤タンク吐出口５４は、管部材接続部５６を挿入可能な被挿入部としての吐出
筒部５４４を有する。この構成により、洗剤タンク吐出口５４の吐出筒部５４４に管部材
接続部５６を挿入することにより洗剤タンク吐出口５４へ管部材接続部５６を接続するこ
とができる。このため、洗剤タンク５０の側の吐出口にＯリング等を設けずに済み、管部
材接続部５６にＯリング５６６を設ける構成とすることができる。この結果、洗剤を洗剤
タンク５０に充填する際に、機能部３０から取外されることによりゴミ等が付着しやすい
洗剤タンク５０の側において、Ｏリングにより構成されるシール部材にごみ等が付着した
り、シール部材が損傷したりすることが生じないようにすることができる。
【００５４】
　また、仮に、洗剤タンク吐出口５４を管部材接続部５６に挿入する構成とした場合には
、管部材接続部５６から洗剤タンク吐出口５４を引き抜く際に、管部材接続部５６に接続
されているホース５５の内部の洗剤供給路に充填されている多くの洗剤が、管部材接続部
５６から流出する。しかし、本実施形態の場合には、逆に、洗剤タンク吐出口５４に管部
材接続部５６を挿入する構成を有するため、ホース５５の内部の洗剤供給路に充填されて
いる洗剤のうちの流出する分を少量とすることができる。
【００５５】
　また、接続受部３３は第１被係合部を有する。管部材接続部５６は、管部材接続部５６
が洗剤タンク吐出口５４に接続されているときに第１被係合部へ係合可能な第１係合部を
有する。そして、接続受部３３は、管部材接続部５６の一部を取り囲む周囲壁部３４２と
、第１被係合部を構成し管部材接続部５６の進退する方向に一致する管部材接続部５６の
軸方向に対する周方向へ延びる受部切欠き３４１と、を有する。また、管部材接続部５６
は、軸部５６１と、第１係合部を構成し軸部５６１から離間する方向へ突出する突起部５
６２と、を有する。この構成により、第１係合部としての突起部５６２が、第１被係合部
としての受部切欠き３４１へ係合することにより、管部材接続部５６及びホース５５が洗
剤タンク吐出口５４に接続されている状態を確実に維持することができる。
【００５６】
　また、接続受部３３は第２被係合部を有する。管部材接続部５６は、管部材接続部５６
が洗剤タンク５０から取外されているときに第２被係合部へ係合可能な第２係合部を有す
る。そして、管部材接続部５６の進退する方向における接続受部３３の後端部としての環
状部３３３は、第２被係合部を構成する。第２係合部は、管部材接続部５６の進退する方
向における後端部において管部材接続部５６の軸心から離間する方向へ延びて突出する一
対の凸部５６３により構成される。この構成により、第２係合部としての一対の凸部５６
３が、第２被係合部としての接続受部３３の環状部３３３へ係合することにより、管部材
接続部５６が洗剤タンク吐出口５４から取り外された管部材接続部５６の位置であって、
洗剤タンク５０を支持部材としてのベースプレート３１に対して着脱可能な位置に、管部
材接続部５６及びホース５５を確実に維持することができる。
【００５７】
　本発明は上記実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる範囲での
変形、改良等は本発明に含まれる。
【００５８】
　例えば、便器装置の各部の構成は、本実施形態における各部の構成に限定されない。例
えば、本実施形態では、管部材は、洗剤タンク５０に貯留されている洗剤を便器部１０へ
供給するためホース５５により構成されたが、これに限定されない。管部材は、流体を便
器部へ供給する流体供給路を有していればよい。従って例えば、管部材は、便器部に設け
られた局部洗浄機構へ水を機能部側から供給するためのホースにより構成されてもよい。
【００５９】
　また、例えば、本実施形態では、タンク本体５１の洗剤注入口５３１に取付けられるキ
ャップ５３２は、円形を有していたが、これに限定されない。従って、凸部は、キャップ
の周面の一部において、キャップの外方へ突出していればよい。同様に、第１係合部、第
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１被係合部、第２係合部、第２被係合部の構成は、本実施形態の構成に限定されない。
【符号の説明】
【００６０】
　１０…便器部
　３０…機能部
　３１…ベースプレート（支持部材）
　３３…接続受部
　５０…洗剤タンク
　５４…洗剤タンク吐出口
　５５…ホース（管部材）
　５６…管部材接続部（スライド構造）
　６１…管部材保持部
　６３…第１壁部（壁部）
　６４…第２壁部（壁部）
　６５…仮置き部
　１００…便器装置
　３１５…洗剤タンク保持部
　３３３…環状部（第２被係合部）
　３３５…流出洗剤流路
　３４１…受部切欠き（第１被係合部）
　３４２…周囲壁部
　５４４…吐出筒部（被挿入部）
　５６１軸部
　５６２…突起部（第１係合部）
　５６３…凸部（第２係合部）
　６５１…フック部
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